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○臨港地区内の分区の指定の一部を改正する告示……（港湾課）３
　　　公　　　告
○大規模小売店舗の変更に関する届出……………（商工政策課）３
○大規模小売店舗の変更に関する届出に対する市
　町村の意見（３件）………………………………（　　〃　　）６
○職業訓練指導員試験の実施………………………（雇用労働政策課）７
○土地改良区の定款変更の認可（２件）…………（農村整備課）８
○都市計画の変更図書の写しの縦覧（２件）……（都市計画課）８
○二級建築士免許の取消し…………………………（建築住宅課）９
　　　病院局企業管理規程
○病院局公有財産取扱規程の一部を改正する企業
　管理規程………………………………………………………………９
　　　病院局公告
○落札者等の公告（２件）……………………………………………９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　規　　　則
○専門委員等の報酬及び費用弁償の額を定める規
　則の一部を改正する規則………………………………（人事課）１
　　　告　　　示
○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止の届出…（福祉保健課）１
○生活保護法に基づく医療機関の指定……………（　　〃　　）２
○指定障害福祉サービス事業者の指定……………（障がい福祉課）２
○保安林の指定施業要件の変更予定の通知の宛先
　人不明について（２件）…………………………（自然環境課）２
○農業振興地域の変更………………………………（農村計画課）２
○急傾斜地崩壊危険区域の指定…………………………（砂防課）３
○臨港地区内の分区の指定………………………………（港湾課）３

告　　　　　示

規　　　　　則

　専門委員等の報酬及び費用弁償の額を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第５号
　　　専門委員等の報酬及び費用弁償の額を定める規則の一部を改正する規則
　専門委員等の報酬及び費用弁償の額を定める規則（昭和31年宮崎県規則第44号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　専門委員等の報酬の額は次のとおりとし、費用弁償の額は一般職
の職員の例により計算した旅費に相当する額とする。
　　報酬の額

　専門委員等の報酬の額は次のとおりとし、費用弁償の額は一般職
の職員の例により計算した旅費に相当する額とする。
　　報酬の額

職　　名 報酬の額
　［略］
選挙長（職務代理者を含む。
）

１日につき　10,600円

選挙分会長（職務代理者を含
む。）

１日につき　10,600円

　［略］
選挙立会人 １日につき 　8,800円
　［略］

職　　名 報酬の額
　［略］
選挙長（職務代理者を含む。
）

１日につき　10,800円

選挙分会長（職務代理者を含
む。）

１日につき　10,800円

　［略］
選挙立会人 １日につき 　8,900円
　［略］

　　　附　則　　
　この規則は、公布の日から施行する。

宮崎県告示第 114号

　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第50条の２（中国残留邦人
等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第
４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定によ
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り、指定医療機関から次のとおり廃止した旨の届出があった。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　　称 所　　在　　地 廃止年月日

医療法人慶明会く
にとみ眼科クリニ
ック

東諸県郡国富町大字本
庄十日町6741番地１

平成31年４月30日

いわよし耳鼻咽喉
科クリニック

都城市千町5273－１ 令和元年５月15日

いわよし薬局 都城市千町5268－２ 令和元年５月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 115号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第49条（中国残留邦人等の
円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶	
者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項	
においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により、	
医療扶助及び医療支援給付のための医療を担当させる機関を次のと	
おり指定した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 116号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（
平成17年法律第 123号）第29条第１項の規定により、次のとおり指
定障害福祉サービス事業者の指定をした。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　　称 所　　在　　地 指定年月日

マリ－ンフェニッ
クス薬局

日向市日知屋7624－14 平成30年10月１日

医療法人慶明会く
にとみ眼科クリニ
ック

東諸県郡国富町大字本
庄4470番地６

令和元年５月１日

いわよし歯科クリ
ニック

都城市郡元１丁目２－
22

令和元年５月31日

たかなべ耳鼻咽喉
科クリニック

児湯郡高鍋町大字上江
8127番地

令和元年６月１日

　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

事 業 所
番 号

指 定 障 害 福 祉
サ ー ビ ス 事 業 所

指 定 障 害 福 祉
サ ー ビ ス 事 業 者 指　定

年月日

サービスの

種 類名　　　称 所　在　地 名　　　称 主たる事務
所の所在地

4510600713 訪問介護事業所　
親和

日向市大字財光寺
2992－イ　ハイツ
Ｋ＆Ｋ 101号室

合同会社　新 児湯郡都農町大字
川北3582番地１駅
前団地14棟５号

令和元年６月21日 居宅介護、重度
訪問介護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 117号
　保安林の指定施業要件の変更予定の通知（令和元年宮崎県告示第
28号）に係る保安林の所有者のうち、次の者については、所在が不
分明なため、森林法（昭和26年法律第 249号）第 189条の規定によ
り、保安林の指定施業要件の変更予定の通知の内容を、当該保安林
の属する市町村の市役所又は町村役場に掲示するとともに、その要
旨を告示する。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　掲示場所及び所在が不分明な者の氏名
　⑴　五ヶ瀬町役場
　　　井上正彦、吉村春見、興梠武雄、寺司政彦、寺司寛、寺司京
　　子、寺司勝、寺司文子、松岡市左衛門、森下源、大塚サモ、大
　　塚栄吉、大塚今朝吉、大塚東、大塚壹二、藤井武雄、藤居直利
　　、藤居冬三郎、那須ハル子、飯干儀一郎、飯干武五郎、木村リ
　　ツ、木村新太郎、木村武、林ウメカ、髙橋ブン
　⑵　高原町役場
　　　久徳津賀右エ門、山下愛右衛門
２　通知の要旨
　⑴　農林水産大臣から保安林の指定施業要件を変更する予定であ
　　る旨の通知があったこと。
　⑵　変更に係る保安林の所在場所及び変更後の指定施業要件につ
　　いては令和元年宮崎県告示第28号によること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

宮崎県告示第 118号
　保安林の指定施業要件の変更予定の通知（令和元年宮崎県告示第
37号）に係る保安林の所有者のうち、次の者については、所在が不
分明なため、森林法（昭和26年法律第 249号）第 189条の規定によ
り、保安林の指定施業要件の変更予定の通知の内容を、当該保安林
の属する市町村の市役所又は町村役場に掲示するとともに、その要
旨を告示する。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　掲示場所及び所在が不分明な者の氏名
　　五ヶ瀬町役場
　　綾孝道、興梠夏義、興梠時明、興梠忠幸、後藤角一、黒木鹿雄
　　、佐藤チサ子、佐伯政嘉、小川軍吉、造隼隆夏、大槻信夫、那
　　須廣義、片岡孝幸、髙島幸作
２　通知の要旨
　⑴　農林水産大臣から保安林の指定施業要件を変更する予定であ
　　る旨の通知があったこと。
　⑵　変更に係る保安林の所在場所及び変更後の指定施業要件につ
　　いては令和元年宮崎県告示第37号によること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 119号
　昭和45年宮崎県告示第 238号の５で指定した東臼杵郡美郷町の区
域に係る農業振興地域を次の図面のとおり変更する。
　「次の図面」は、省略し、その図面を宮崎県農政水産部農村計画
課及び宮崎県東臼杵農林振興局に備え置いて縦覧に供する。
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　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 120号
　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第
57号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区
域に指定する。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　新財市地区
　⑴　区域の表示
　　　次に掲げる土地に存する標柱１号から標柱13号までを順次結
　　んだ線、標柱13号と標柱14号を市道中山崎後線官民地境界線に
　　沿って結んだ線、標柱14号から標柱17号までを順次結んだ線及
　　び標柱１号と標柱17号を結んだ線により囲まれた土地の区域
　⑵　標柱の表示

標柱番号 標 柱 の 存 す る 土 地
１ 日向市大字塩見字中山ノ後1701番６
２ 　〃　　 〃　 字鳥ノ巣1258番２
３ 　〃　　 〃　　　〃　 1262番１
４ 　〃　　 〃　　　〃　 1262番１
５ 　〃　　 〃　　　〃　 1262番１
６ 　〃　　 〃　　　〃　 1266番２

７ 　〃　　 〃　　　〃　 1270番１
８ 　〃　　 〃　　　〃　 1273番１
９ 　〃　　 〃　　　〃　 1289番９
10 　〃　　 〃　　　〃　 1289番８
11 　〃　　 〃　 字新財市1499番１地先水路敷
12 　〃　　 〃　　　〃　 1499番１
13 　〃　　 〃　 字鳥ノ巣1281番１
14 　〃　　 〃　　　〃　 1276番
15 　〃　　 〃　　　〃　 1269番２
16 　〃　　 〃　　　〃　 1263番３
17 　〃　　 〃　 字中山ノ後1722番

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 121号
　港湾法（昭和25年法律第 218号）第39条第１項の規定により、日
向延岡新産業都市計画臨港地区平岩港臨港地区内に次のように分区
を指定し、公表の日から施行する。　
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
日向延岡新産業都市計画臨港地区平岩港臨港地区の分区
　漁港区（別紙図面紫色の部分）
　日向市大字平岩字上舟人の一部
　　（｢別紙図面」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部港湾
　課及び宮崎県北部港湾事務所に備え置いて縦覧に供する。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 122号
　臨港地区内の分区の指定（昭和40年宮崎県告示第 172号）の一部を次のように改正する。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
６　日向延岡新産業都市計画臨港地区細島港臨港地区内の分区
　(１)　商港区（別紙図面赤色の部分）
　　　　日向市竹島町の一部、船場町の一部、大字日知屋字新開、
　　　字堀川、字大浜、字畑浦、字西ノ原、字越ノ元及び字片ヶ浜
　　　の各一部並びに大字細島字地蔵町及び字八坂町の各一部
　(２)　工業港区（別紙図面青色の部分）
　　　　日向市竹島町の一部、船場町の一部並びに大字日知屋字新
　　　開、字堀川、字畑浦及び字貞平開の各一部
　(３)　漁港区（別紙図面紫色の部分）
　　　　日向市大字日知屋字大浜の一部並びに大字細島字八坂町、
　　　字八幡町及び字伊勢町の各一部
　(４)　保安港区（別紙図面黄色の部分）
　　　　日向市大字日知屋字畑浦及び字新開の各一部
　(５)　修景厚生港区（別紙図面緑色の部分）
　　　　日向市大字日知屋字畑浦及び字八幡ノ元の各一部

６　日向延岡新産業都市計画臨港地区細島港臨港地区内の分区
　(１)　商港区（別紙図面赤色の部分）
　　　　日向市竹島町の一部、船場町の一部、大字日知屋字新開、
　　　字堀川、字大浜、字畑浦、字西ノ原、字越ノ元及び字片ヶ浜
　　　の各一部並びに大字細島字地蔵町及び字八坂町の各一部
　(２)　工業港区（別紙図面青色の部分）
　　　　日向市竹島町の一部、船場町の一部並びに大字日知屋字新
　　　開、字堀川、字畑浦及び字貞平開の各一部
　(３)　漁港区（別紙図面紫色の部分）
　　　　日向市大字日知屋字大浜の一部並びに大字細島字八坂町、
　　　字八幡町及び字伊勢町の各一部
　(４)　保安港区（別紙図面黄色の部分）
　　　　日向市大字日知屋字畑浦及び字新開の各一部
　(５)　修景厚生港区（別紙図面緑色の部分）
　　　　日向市大字日知屋字畑浦及び字八幡ノ元の各一部

　（「別紙図面」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部港湾課及び宮崎県北部港湾事務所に備え置いて縦覧に供する。）

公　　　　　告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規
定により、大規模小売店舗の変更に関する届出があったので、届出
書その他関係書類を次のとおり縦覧に供する。

　なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活
環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、本日
から４月以内に宮崎県知事に意見書を提出することができる。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　大規模小売店舗の名称及び所在地
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　　宮交シティ（宮崎ショッパーズプラザ）
　　宮崎市大淀四丁目７番30号
２　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法
　人にあっては代表者の氏名
　　株式会社宮交シティ　代表取締役　石原実
　　宮崎市大淀四丁目６番28号
　　イオンストア九州株式会社　代表取締役　平松弘基
　　福岡県福岡市博多区博多駅南二丁目９番11号
３　変更した事項
　⑴　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに
　　法人にあっては代表者の氏名
　　　（変更前）株式会社宮交シティ　代表取締役　石原実
　　　　　　　　宮崎市大淀四丁目６番28号
　　　　　　　　イオンストア九州株式会社　代表取締役　榊隆之
　　　　　　　　福岡県福岡市博多区博多駅南二丁目９番11号
　　　（変更後）株式会社宮交シティ　代表取締役　石原実
　　　　　　　　宮崎市大淀四丁目６番28号
　　　　　　　　イオンストア九州株式会社　代表取締役　平松弘
　　　　　　　　基
　　　　　　　　福岡県福岡市博多区博多駅南二丁目９番11号
　⑵　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び
　　住所並びに法人にあっては代表者の氏名
　　　（変更前）株式会社宮交シティ　代表取締役　石原実
　　　　　　　　宮崎市大淀四丁目６番28号
　　　　　　　　イオンストア九州株式会社　代表取締役　榊隆之
　　　　　　　　福岡県福岡市博多区博多駅南二丁目９番11号
　　　　　　　　有限会社都城金海堂　代表取締役　中村吉寛
　　　　　　　　都城市上町６街区８号
　　　　　　　　愛眼株式会社　代表取締役　下條三千夫
　　　　　　　　大阪府大阪市天王寺区大道四丁目９番12号
　　　　　　　　株式会社パレモ　代表取締役　吉田馨
　　　　　　　　愛知県稲沢市天池五反田町１番地
　　　　　　　　有限会社メンズニノミヤ　代表取締役　二宮信義
　　　　　　　　宮崎市橘通東三丁目５番33号
　　　　　　　　有限会社ウィズ　代表取締役　杉田春海
　　　　　　　　宮崎市大淀四丁目６番28号
　　　　　　　　有限会社フォークアート　代表取締役　松本誠司
　　　　　　　　福岡県糟屋郡志免町大字志免1014
　　　　　　　　有限会社フラワープラントジュン　代表取締役　
　　　　　　　　丸山順子
　　　　　　　　宮崎市恒久南一丁目９番地20
　　　　　　　　株式会社ハビタ　代表取締役　上田弘文
　　　　　　　　熊本県熊本市中央区水前寺公園23番50号
　　　　　　　　株式会社タカキュー　代表取締役　白井一秀
　　　　　　　　東京都板橋区板橋三丁目９番７号
　　　　　　　　株式会社リリー　代表取締役　手塚三男
　　　　　　　　宮崎市橘通西二丁目１番17号
　　　　　　　　株式会社パルバージョン　代表取締役　井上治
　　　　　　　　宮崎市大淀四丁目６番28号
　　　　　　　　株式会社テヅカ　代表取締役　手塚剛一
　　　　　　　　宮崎市港東町一丁目７番１号
　　　　　　　　有限会社サンショー　代表取締役　宮崎孝介
　　　　　　　　宮崎市橘通東三丁目２番11号
　　　　　　　　有限会社にしき堂　代表取締役　佐々木真司

　　　　　　　　日向市大字富高6424番地31
　　　　　　　　株式会社マツモトキヨシ九州販売　代表取締役　
　　　　　　　　宮田亮史
　　　　　　　　福岡県福岡市博多区住吉二丁目２番１号
　　　　　　　　株式会社ビークルーズ　代表取締役　船田佳子
　　　　　　　　福岡県福岡市中央区今泉一丁目16番20号ヒュセッ
　　　　　　　　トビル４階
　　　　　　　　株式会社タツミヤ　代表取締役　指田努
　　　　　　　　東京都八王子市暁町一丁目32番13号
　　　　　　　　株式会社ワールド　代表取締役　上山健二
　　　　　　　　兵庫県神戸市中央区港島中町六丁目８番１
　　　　　　　　Ａｓ－ｍｅエステール株式会社　代表取締役　丸
　　　　　　　　山雅史
　　　　　　　　東京都港区虎ノ門四丁目３番13号
　　　　　　　　有限会社恵商　代表取締役　日高哲郎
　　　　　　　　宮崎市橘通東三丁目５番33号
　　　　　　　　株式会社エンタープロ　代表取締役　宮田幸始
　　　　　　　　宮崎市柳丸町 104－１－２Ｆ－Ｃ　
　　　　　　　　橋本宏久　
　　　　　　　　宮崎市佐土原町下那珂 12900－68
　　　　　　　　甲斐順子
　　　　　　　　宮崎市新別府町枝原16番地１ニューフウスイ22Ｃ
　　　　　　　　号　
　　　　　　　　有限会社白水インターナショナルコーポレーショ
　　　　　　　　ン　代表取締役　白水征江
　　　　　　　　福岡県久留米市御井旗崎二丁目５番５号
　　　　　　　　有限会社新宮　代表取締役　宮下純子
　　　　　　　　宮崎市橘通西二丁目１番６号
　　　　　　　　株式会社エービーシー・マート　代表取締役　野
　　　　　　　　口実
　　　　　　　　東京都渋谷区神南一丁目11番５号
　　　　　　　　株式会社ビスク　代表取締役　豊村政人
　　　　　　　　福岡県福岡市中央区今泉一丁目16番20号
　　　　　　　　株式会社芳香園　代表取締役　園田正
　　　　　　　　宮崎市源藤町葉山 263番地４
　　　　　　　　株式会社ツインマーボ　代表取締役　大藪幸子
　　　　　　　　大阪府大阪市平野区平野馬場二丁目１番６号ＪＲ
　　　　　　　　百済貨物ターミナル駅構内株式会社大阪鉄道倉庫
　　　　　　　　５階
　　　　　　　　株式会社ハニーズ　代表取締役　江尻義久
　　　　　　　　福島県いわき市鹿島町走熊字七本松27番地の１
　　　　　　　　株式会社みしん市場　代表取締役　田島栄治
　　　　　　　　宮崎市青葉町74番１
　　　　　　　　宮交ショップアンドレストラン株式会社　代表取
　　　　　　　　締役　黒木博　　　　　
　　　　　　　　宮崎市中村東二丁目８番12号
　　　　　　　　株式会社インターメスティック　代表取締役　上
　　　　　　　　野照博
　　　　　　　　東京都港区北青山三丁目６番１号
　　　　　　　　株式会社ＷＥＳＴＲＩＶＥＲ　代表取締役　川西
　　　　　　　　浩幸
　　　　　　　　宮崎市新別府町堂前 819－１
　　　　　　　　有限会社山牟田商店　代表取締役　山牟田光宏
　　　　　　　　宮崎市霧島五丁目16番地４
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　　　　　　　　株式会社キャメル珈琲　代表取締役　尾田信夫
　　　　　　　　東京都世田谷区代田二丁目31番８号
　　　　　　　　株式会社ストライプインターナショナル　代表取
　　　　　　　　締役　石川康晴
　　　　　　　　岡山県岡山市北区幸町２番８号
　　　　　　　　小泉アパレル株式会社　代表取締役　植木勇
　　　　　　　　大阪府大阪市中央区備後町三丁目１番８号
　　　　　　　　川越信義
　　　　　　　　宮崎市清武町池田台北29番地 101
　　　　　　　　株式会社わらべ　代表取締役　那須大次郎
　　　　　　　　宮崎市吉村町長田甲2368番地３
　　　　　　　　株式会社マクレル　代表取締役　北井泰夫
　　　　　　　　熊本県山鹿市中 828番地４
　　　　　　　　株式会社ゴローズ・プロダクツ　代表取締役　内
　　　　　　　　田五郎
　　　　　　　　宮崎市吉村町北原甲1435番地11
　　　　　　　　田中成雄
　　　　　　　　熊本県熊本市長嶺東五丁目９番33号アバニティＡ
　　　　　　　　 103
　　　　　　　　株式会社青山商事　代表取締役　青山理
　　　　　　　　広島県福山市王子町一丁目３番５号
　　　　　　　　株式会社グローバルセレクション　代表取締役　
　　　　　　　　森崎崇
　　　　　　　　福岡県福岡市城南区茶山一丁目１番２号
　　　　　　　　竹内和美
　　　　　　　　宮崎市大字赤江1103－５
　　　　　　　　株式会社ランクアップ　代表取締役　岩崎裕美子
　　　　　　　　東京都中央区銀座三丁目10番７号
　　　　　　　　株式会社東海　代表取締役　西府隆之
　　　　　　　　宮崎市大字島之内2270番地３
　　　　　　　　株式会社東京デリカ　代表取締役　木山剛史
　　　　　　　　東京都葛飾区新小岩井一丁目48番14号
　　　　　　　　サンカクヤ株式会社　代表取締役　髙田洋一
　　　　　　　　福岡県大牟田市宮部64番地４
　　　（変更後）株式会社宮交シティ　代表取締役　石原実
　　　　　　　　宮崎市大淀四丁目６番28号
　　　　　　　　イオンストア九州株式会社　代表取締役　平松弘
　　　　　　　　基
　　　　　　　　福岡県福岡市博多区博多駅南二丁目９番11号
　　　　　　　　パレモ・ホールディングス株式会社　代表取締役
　　　　　　　　吉田馨
　　　　　　　　愛知県稲沢市天池五反田町１番地
　　　　　　　　有限会社メンズニノミヤ　代表取締役　二宮久
　　　　　　　　宮崎市橘通東三丁目５番33号
　　　　　　　　有限会社ウィズ　代表取締役　杉田春海
　　　　　　　　宮崎市大淀四丁目６番28号
　　　　　　　　有限会社フォークアート　代表取締役　松本誠司
　　　　　　　　福岡県糟屋郡志免町志免四丁目２番９号
　　　　　　　　有限会社フラワープラントジュン　代表取締役　
　　　　　　　　丸山順子
　　　　　　　　宮崎市恒久南一丁目９番地20
　　　　　　　　株式会社ハビタ　代表取締役　上田弘文
　　　　　　　　熊本県熊本市中央区水前寺公園23番50号
　　　　　　　　株式会社タカキュー　代表取締役　大森尚昭

　　　　　　　　東京都板橋区板橋三丁目９番７号
　　　　　　　　株式会社リリー　代表取締役　手塚克樹
　　　　　　　　宮崎市橘通西二丁目１番17号
　　　　　　　　株式会社パルバージョン　代表取締役　井上治
　　　　　　　　宮崎市大淀四丁目６番28号
　　　　　　　　株式会社テヅカ　代表取締役　手塚剛一
　　　　　　　　宮崎市港東町一丁目７番１号
　　　　　　　　有限会社サンショー　代表取締役　宮崎孝太
　　　　　　　　宮崎市薫る坂一丁目８番10号
　　　　　　　　有限会社にしき堂　代表取締役　佐々木真司
　　　　　　　　日向市上町13番２号
　　　　　　　　株式会社ビークルーズ　代表取締役　船田佳子
　　　　　　　　福岡県福岡市中央区今泉一丁目16番20号ヒュセッ
　　　　　　　　トビル４Ｆ
　　　　　　　　株式会社タツミヤ　代表取締役　指田努
　　　　　　　　東京都八王子市暁町一丁目32番13号
　　　　　　　　株式会社ワールド　代表取締役　上山健二
　　　　　　　　兵庫県神戸市中央区港島中町六丁目８番１
　　　　　　　　エステールホールディングス株式会社　代表取締
　　　　　　　　役　丸山雅史
　　　　　　　　東京都港区虎ノ門四丁目３番13号
　　　　　　　　橋本宏久　
　　　　　　　　宮崎市佐土原町下那珂 12900－68
　　　　　　　　甲斐順子
　　　　　　　　宮崎市新別府町江田原16番地１
　　　　　　　　有限会社白水インターナショナルコーポレーショ
　　　　　　　　ン　代表取締役　白水征江
　　　　　　　　福岡県久留米市御井旗崎二丁目５番５号
　　　　　　　　株式会社エービーシー・マート　代表取締役　野
　　　　　　　　口実
　　　　　　　　東京都渋谷区神南一丁目11番５号
　　　　　　　　株式会社ビスク　代表取締役　豊村政人
　　　　　　　　福岡県福岡市中央区今泉一丁目16番20号
　　　　　　　　株式会社芳香園　代表取締役　園田正
　　　　　　　　宮崎市源藤町葉山 263番地４
　　　　　　　　株式会社ハニーズホールディングス　代表取締役
　　　　　　　　江尻義久
　　　　　　　　福島県いわき市鹿島町走熊字七本松27番地の１
　　　　　　　　株式会社みしん市場　代表取締役　田島栄治
　　　　　　　　宮崎市青葉町74番１
　　　　　　　　宮交ショップアンドレストラン株式会社　代表取
　　　　　　　　締役　黒木博
　　　　　　　　宮崎市中村東二丁目８番12号
　　　　　　　　株式会社インターメスティック　代表執行役　上
　　　　　　　　野照博
　　　　　　　　東京都港区北青山三丁目６番１号
　　　　　　　　株式会社ウエストリバー　代表取締役　川西浩幸
　　　　　　　　宮崎市新別府町城元 315番地８
　　　　　　　　有限会社山牟田商店　代表取締役　山牟田光宏
　　　　　　　　宮崎市霧島五丁目16番地４
　　　　　　　　株式会社キャメル珈琲　代表取締役　尾田信夫
　　　　　　　　東京都世田谷区代田二丁目31番８号
　　　　　　　　株式会社ストライプインターナショナル　代表取
　　　　　　　　締役　石川康晴
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　　　　　　　　岡山県岡山市北区幸町２番８号
　　　　　　　　川越信義
　　　　　　　　宮崎市清武町池田台北29番地 101
　　　　　　　　株式会社マクレル　代表取締役　北井泰夫
　　　　　　　　熊本県山鹿市中 828番地４
　　　　　　　　株式会社ゴローズ・プロダクツ　代表取締役　内
　　　　　　　　田五郎
　　　　　　　　宮崎市吉村町北原甲1435番地11
　　　　　　　　株式会社グローバルセレクション　代表取締役　
　　　　　　　　齊藤一真
　　　　　　　　福岡県福岡市城南区茶山一丁目１番２号
　　　　　　　　株式会社ランクアップ　代表取締役　森康裕
　　　　　　　　福岡県福岡市博多区東那珂一丁目９番49号
　　　　　　　　株式会社東京デリカ　代表取締役　木山剛史
　　　　　　　　東京都葛飾区新小岩井一丁目48番14号
　　　　　　　　株式会社タマインターナショナル　代表取締役　
　　　　　　　　玉置昭久
　　　　　　　　北海道札幌市中央区北三条西二十四丁目２番12号
　　　　　　　　株式会社ヨネザワ　代表取締役　米澤房朝
　　　　　　　　熊本県熊本市中央区水前寺六丁目１番38号
　　　　　　　　大和フーヅ株式会社　代表取締役　山崎千晶
　　　　　　　　埼玉県熊谷市広瀬 104番地
　　　　　　　　市來晃
　　　　　　　　宮崎市大字恒久6569－８
　　　　　　　　迫田将吾
　　　　　　　　宮崎市宮崎駅東二丁目４番７号
　　　　　　　　株式会社サンイトミヤ　代表取締役　五嶋勝代
　　　　　　　　宮崎市江平東町７番地18
　　　　　　　　有限会社宮下　代表取締役　宮下繁一郎
　　　　　　　　宮崎市源藤町池ノ内 731番地13
　　　　　　　　株式会社おしゃれ工房　代表取締役　高橋実
　　　　　　　　東京都立川市栄町六丁目12番地の13
　　　　　　　　株式会社ロベリア　代表取締役　藤田智弘
　　　　　　　　東京都江東区塩浜二丁目４番20号
　　　　　　　　株式会社九州ＴＳＵＴＡＹＡ　代表取締役　高原
　　　　　　　　祥有
　　　　　　　　福岡県福岡市早良区西新五丁目２番８号
　　　　　　　　株式会社Ｇ．Ｇreiner　代表取締役　井上憲一
　　　　　　　　宮崎市江平西一丁目５番59号
　　　　　　　　株式会社おぐらきんなべ　代表取締役　榎田靖子
　　　　　　　　宮崎市新別府町上山 574番地１
　　　　　　　　有限会社愛心　代表取締役　大園匤
　　　　　　　　宮崎市吉村町北原甲1415番地１
　　　　　　　　株式会社ベスト電器　代表取締役　小野浩司
　　　　　　　　福岡県福岡市博多区千代六丁目２番33号
　　　　　　　　株式会社セリア　代表取締役　河合映治
　　　　　　　　岐阜県大垣市外渕二丁目38番地
４　変更の年月日
　⑴　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに
　　法人にあっては代表者の氏名
　　　平成29年５月17日
　⑵　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び
　　住所並びに法人にあっては代表者の氏名
　　　令和元年５月24日

５　変更する理由
　　建物設置者の代表者及び小売業者の名称、住所、代表者の変更
　並びに小売業者入れ替えのため
６　届出年月日
　　令和元年６月13日
７　届出書その他関係書類の縦覧場所及び期間
　⑴　場所
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課
　　、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城
　　県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務
　　事務所総務商工センター
　⑵　期間
　　　令和元年６月27日から令和元年10月28日まで
８　意見書の提出先及び期間
　⑴　提出先
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課
　⑵　期間
　　　令和元年６月27日から令和元年10月28日まで
９　意見書の記載事項
　　意見書には、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地
　域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見ととも
　に、意見書提出者の氏名又は名称及び住所並びに当該大規模小売
　店舗の名称を日本語により記載すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という
。）第８条第１項の規定により、延岡市から意見を聴取したので、
当該意見を記載した書面を次のとおり縦覧に供する。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　大規模小売店舗の名称及び所在地
　　ケーズデンキ延岡店
　　延岡市緑ヶ丘一丁目２番２　外
２　意見の対象となった届出、届出事項及び届出年月日
　　法第６条第１項の規定による届出
　　大規模小売店舗の名称の変更、大規模小売店舗を設置する者の
　代表者の氏名の変更及び大規模小売店舗において小売業を行う者
　の名称及び住所並びに代表者の氏名の変更
　　令和元年５月８日
３　意見の概要
　　意見なし
４　意見を記載した書面の縦覧場所及び期間
　⑴　場所
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課
　　、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城
　　県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務
　　事務所総務商工センター
　⑵　期間
　　　令和元年６月27日から令和元年７月29日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という
。）第８条第１項の規定により、延岡市から意見を聴取したので、
当該意見を記載した書面を次のとおり縦覧に供する。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
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１　大規模小売店舗の名称及び所在地
　　ケーズデンキ延岡店
　　延岡市緑ヶ丘一丁目２番２　外
２　意見の対象となった届出、届出事項及び届出年月日
　　法第６条第２項の規定による届出
　　大規模小売店舗の施設の配置に関する事項の変更
　　令和元年５月８日
３　意見の概要
　　意見なし
４　意見を記載した書面の縦覧場所及び期間
　⑴　場所
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課
　　、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城
　　県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務
　　事務所総務商工センター
　⑵　期間
　　　令和元年６月27日から令和元年７月29日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という
。）第８条第１項の規定により、小林市から意見を聴取したので、
当該意見を記載した書面を次のとおり縦覧に供する。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　大規模小売店舗の名称及び所在地
　　ドラッグストアモリ小林店・マックハウス小林店
　　小林市大字水流迫上之原 648番25　外５筆
２　意見の対象となった届出、届出事項及び届出年月日
　　法第６条第１項の規定による届出
　　大規模小売店舗において小売業を行う者の名称及び代表者の氏
　名の変更
　　令和元年６月４日
３　意見の概要
　　意見なし
４　意見を記載した書面の縦覧場所及び期間
　⑴　場所
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課
　　、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城
　　県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務
　　事務所総務商工センター
　⑵　期間
　　　令和元年６月27日から令和元年７月29日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号。以下「法」という。
）第30条第１項の規定により、職業訓練指導員試験を次のとおり実
施する。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　実施職種
　⑴　学科試験（関連学科及び指導方法）を実施する職種
　　　なし
　⑵　学科試験のうち、指導方法について実施する職種
　　　全職種
２　試験科目

免許職種 学　科　試　験　の　科　目

全職種 指導方法

免除を受けることができる者 免除の範囲

免許職種に関し、１級の技能検定
又は単一等級の技能検定に合格し
た者

実技試験の全部及び学科試
験のうち関連学科

免許職種に関し、２級の技能検定
に合格した者

実技試験の全部

職業訓練指導員免許を受けた者 学科試験のうち指導方法及
び関連学科の系基礎学科（
当該免許職種に係る職業訓
練指導員試験に係る系基礎
学科と同一の系基礎学科に
限る。）

免許職種に関し、職業訓練指導員
試験において実技試験に合格した
者

実技試験の全部

職業訓練指導員試験において学科
試験のうち指導方法に合格した者

学科試験のうち指導方法

免許職種に関し、職業訓練指導員
試験において学科試験のうち関連
学科の系基礎学科又は専攻学科（
フォークリフト科、建築物衛生管
理科及び福祉工学科に係る職業訓
練指導員試験にあっては、学科試
験のうち関連学科）に合格した者

学科試験のうち関連学科の
系基礎学科又は専攻学科（
フォークリフト科、建築物
衛生管理科及び福祉工学科
に係る職業訓練指導員試験
にあっては、学科試験のう
ち関連学科）

３　受験資格
　⑴　受験資格は、次のとおりとする。
　　ア　法第44条第１項の技能検定に合格した者
　　イ　職業能力開発促進法施行規則（昭和44年労働省令第24号。
　　　以下「省令」という。）第45条の２第２項第１号から第10号
　　　まで又は第３項第１号若しくは第２号に規定する者
　　ウ　職業能力開発促進法施行規則の規定に基づく職業訓練指導
　　　員試験の受験資格（昭和45年労働省告示第17号）又は職業能
　　　力開発促進法施行規則第45条の２第３項第３号の規定に基づ
　　　く職業訓練指導員試験の受験資格（昭和63年労働省告示第38
　　　号）に規定する者
　⑵　⑴の規定にかかわらず、次に該当する者は、試験を受けるこ
　　とができない。
　　ア　成年被後見人又は被保佐人
　　イ　禁錮

こ

以上の刑に処せられた者
　　ウ　職業訓練指導員免許の取消しを受け、当該取消しの日から
　　　２年を経過しない者
４　試験の免除
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職業訓練指導員試験において学科
試験のうち関連学科の系基礎学科
に合格した者

学科試験のうち関連学科の
系基礎学科（当該職業訓練
指導員試験に係る系基礎学
科と同一の系基礎学科に限
る。）

免許職種に関し、応用課程又は特
定応用課程の高度職業訓練を修了
した者

学科試験のうち関連学科

免許職種に関し、専門課程又は特
定専門課程の高度職業訓練を修了
した者

学科試験のうち関連学科

学校教育法（昭和22年法律第26号
）による大学又は高等専門学校に
おいて免許職種に関する学科を修
めて卒業した者

学科試験のうち関連学科

省令別表第11の３の免許職種の欄
に掲げる免許職種について同表の
試験の免除を受けることができる
者の欄に掲げる者

省令別表第11の３の免除の
範囲の欄に掲げる試験

５　試験期日
　　令和元年９月２日（月曜日）
６　試験場所
　　宮崎県技能検定センター
　　宮崎市学園木花台西２丁目４番地３
７　受験申請の手続
　⑴　提出書類
　　ア　職業訓練指導員試験受験申請書（以下「申請書」という。
　　　）及び前記３に掲げる受験資格を証する書類
　　イ　実技試験又は学科試験の免除を受けようとする場合は、前
　　　記４に掲げる者に該当することを証する書類
　⑵　提出先
　　　〒 880−8501　宮崎市橘通東２丁目10番１号
　　　　　　　　　　宮崎県商工観光労働部雇用労働政策課人材育
　　　　　　　　　成担当
　⑶　受付期間
　　　令和元年７月16日（火曜日）から令和元年７月31日（水曜日
　　）まで（郵送の場合は７月31日付けの消印のあるものまで有効
　　とする。）
　⑷　受験手数料　 3,100円
　　　（宮崎県収入証紙（消印はしないこと。）により納付するこ
　　と。）
　⑸　受験票
　　　申請書を受理したときは、後日受験票を送付する。
８　合格通知
　　令和元年10月２日（水曜日）合格者に通知する。
９　その他
　⑴　申請書は、宮崎県商工観光労働部雇用労働政策課、県立産業
　　技術専門校、各認定職業訓練校、宮崎県職業能力開発協会及び

　　各事業組合等で交付する。
　⑵　申請書の郵送を希望する者は、返信用封筒に宛先を明記の上
　　、 140円切手を貼り、宮崎県商工観光労働部雇用労働政策課人
　　材育成担当に申し込むこと。
　⑶　試験について不明な点は、宮崎県商工観光労働部雇用労働政
　　策課人材育成担当（電話0985（26）7107）に問い合わせること
　　。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により
、高岡町土地改良区（宮崎市）から平成31年４月９日付けで申請の
あった定款の変更を認可した。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により
、都城市高木原土地改良区（都城市）から平成31年４月11日付けで
申請のあった定款の変更を認可した。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　都市計画法（昭和43年法律第 100号）第21条第２項において準用
する同法第20条第１項の規定により、都市計画の図書の写しが送付
されたので、次のとおり公衆の縦覧に供する。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　都市計画を定める者の名称
　　宮崎市
２　都市計画の種類及び名称
　　宮崎広域都市計画公園
　　２・２・ 156号　新川街区公園
　　２・２・ 157号　原ノ久保街区公園
　　２・２・ 158号　茶円園街区公園
　　２・２・ 159号　上釘原街区公園
　　３・３・12号　岡の下公園
３　縦覧場所
　　宮崎県県土整備部都市計画課
　　宮崎県宮崎土木事務所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　都市計画法（昭和43年法律第 100号）第21条第２項において準用
する同法第20条第１項の規定により、都市計画の図書の写しが送付
されたので、次のとおり公衆の縦覧に供する。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　都市計画を定める者の名称
　　宮崎市
２　都市計画の種類及び名称
　　田野都市計画公園
　　２・２・３号　南原１号街区公園
　　２・２・４号　南原２号街区公園
　　２・２・５号　南原３号街区公園
　　２・２・６号　南原４号街区公園
３　縦覧場所
　　宮崎県県土整備部都市計画課
　　宮崎県宮崎土木事務所
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　建築士法（昭和25年法律第 202号）第９条第１項の規定により、
建築士の免許を次のとおり取り消した。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　免許の取消しをした年月日
　　令和元年６月19日

２　免許の取消しを受けた建築士
　⑴　百市　清
　⑵　二級建築士
　⑶　宮崎県知事登録第 114号
３　免許の取消しの理由
　　法第８条の２の規定により、二級建築士死亡等届が提出された
　。

病院局企業管理規程

　病院局公有財産取扱規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県病院局長　桑　山　秀　彦
宮崎県病院局企業管理規程第１号
　　　病院局公有財産取扱規程の一部を改正する企業管理規程
　病院局公有財産取扱規程（平成18年宮崎県病院局企業管理規程第14号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（火災保険に関する事項）
第30条　病院長は、その管理する公有財産で、次の各号のいずれか
　に該当し、火災保険契約を締結する必要があると認めるものにつ
　いては、毎会計年度の開始前、あらかじめ当該会計年度の期間を
　契約期間として火災保険契約締結要請書（別記様式第17号）によ
　り、宮崎県行政組織規則（平成10年宮崎県規則第15号）第５条に
　規定する総務部総務課の長に火災保険契約の締結を要請しなけれ
　ばならない。
　(１)～(４)　［略］
２～３　［略］

　（火災保険に関する事項）
第30条　病院長は、その管理する公有財産で、次の各号のいずれか
　に該当し、火災保険契約を締結する必要があると認めるものにつ
　いては、毎会計年度の開始前、あらかじめ当該会計年度の期間を
　契約期間として火災保険契約締結要請書（別記様式第17号）によ
　り、宮崎県行政組織規則（平成10年宮崎県規則第15号）第５条に
　規定する総務部の長に火災保険契約の締結を要請しなければなら
　ない。
　(１)～(４)　［略］
２～３　［略］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「
　別記様式第６号（その５）中「用紙の企画」を「用紙の規格」に、　　　　　　　　　　　　　　　　　を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「
　　　　　　　　　　　　　　　　　に改め、同様式の備考(１)中「日本工業規格」を「日本産業規格」に、「B₂又はB₄」を「Ｂ２又はＢ
　　　　　　　　　　　　　　　　」
４」に改める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「
　別記様式第12号中「行政財産使用許可期間（更新・延長）申請書」を「行政財産使用許可期間（延長・更新）申請書」に、　（更新）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

延長
　」

　「
を　（延長）　に改める。
　　　

更新
　」

　別記様式第17号中「総務部総務課長」を「総務部長」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規程は、公表の日から施行する。ただし、別記様式第６号（その５）の改正規定（同様式の備考(１)中「日本工業規格」を「日本
　産業規格」に改める部分に限る。）は、令和元年７月１日から施行する。
　（用紙に関する経過措置）
２　この規程の施行の際現に存するこの規程による改正前の病院局公有財産取扱規程の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の
　事項を適宜補正して使用することができる。

　　Ｂ₂ 　　Ｂ₄

　　Ｂ２ 　　Ｂ４

病院局公告

落札者等の公告
　随意契約の相手方を決定したので、次のとおり公示する。

　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　　　県立延岡病院長　寺　尾　公　成
１　随意契約に係る物品等の名称及び数量
　　Ｘ線血管造影装置　一式
２　契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地
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　　県立延岡病院医事・経営企画課財務担当　
　　延岡市新小路２丁目１番地10
３　随意契約の相手方を決定した日
　　令和元年６月５日
４　随意契約の相手方の氏名及び住所
　　島津メディカルシステムズ株式会社宮崎営業所
　　宮崎県宮崎市大字恒久 952－１
５　随意契約に係る契約金額
　　 133,920,000円
６　一般競争入札の公告を行った日
　　平成31年４月25日
７　随意契約によった理由
　　地方公営企業法施行令第21条の14第１項第８号に該当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
落札者等の公告
　一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する
。
　　令和元年６月27日
　　　　　　　　　　　　宮崎県立日南病院長　峯　　　一　彦　
１　落札に係る物品等の名称及び数量
　　血管造影Ｘ線診断装置　一式（設置に必要な工事を含む）
２　契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地
　　宮崎県立日南病院医事・経営企画課財務担当
　　宮崎県日南市木山１丁目９番５号
３　落札者を決定した日
　　令和元年６月５日
４　落札者の氏名及び住所
　　アイティ－アイ株式会社宮崎支社
　　宮崎県宮崎市清武町加納３丁目10番
５　落札金額
　　 129,600,000円
６　一般競争入札の公告を行った日
　　平成31年４月25日
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